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1 説① 第１回審議会の振り返り
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第１回審議会 議事録（概要版）

2

第１回審議会の議事録については、別紙１・２のとおりです。
第２回審議会終了後に別紙１及び第１回審議会説明資料を町HPに掲載させて

いただきます。



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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ご意⾒等 回答

1 事業開始（1992（平成4）年）からの和暦と⻄暦の表がほしい 第２回説明資料P.４をご確認ください。

2 用語集がほしい 別紙３の⽤語集をご確認ください。

3 第1回説明資料 P.3 使用量単価と経営回収率の算出⽅法が知りたい 第２回説明資料P.５をご確認ください。

4 第1回説明資料 P.6 整備区域内の上水道支払い件（軒）数と下水道支払い（軒）件数が知りたい 第２回説明資料P.６をご確認ください。

5 第1回説明資料 P.9 ⼀般会計繰⼊⾦の内訳が知りたい 第２回説明資料P.２３をご確認ください。

6 第1回説明資料 P.10 普通交付税と特別交付税に影響する内容が知りたい 現在確認中のため、随時回答させていただきます。

7 第1回説明資料 P.10 現在の経営戦略が⾒たい メールにて現在の経営戦略を送付させていただきました。

8 第1回説明資料 P.11 有収水量の推移、水洗化⼈⼝の推移が知りたい 第２回説明資料P.７をご確認ください。

9 第1回説明資料 P.17 今後の更新費用と⾒込んでいる物価上昇の率を知りたい 第２回説明資料P.２７をご確認ください。

10 第1回説明資料 P.17 今後の⼈⼝減少に対する流出抑制に向けた改善策が知りたい 現在確認中のため、随時回答させていただきます。

11 第1回説明資料 P.18 汚水処理原価156円/㎥は他⾃治体と⽐べるとどのような状況か知りたい 第２回説明資料P.８をご確認ください。

12 第1回説明資料 P.19 下水道使用料はどこまでの費用を賄おうとしているのか知りたい 第２回説明資料P.２４をご確認ください。

13 第1回説明資料 P.20 電気代や⼈件費等の構成がわかる資料がほしい 第２回説明資料P.９をご確認ください。

14 第1回説明資料 P.20 料⾦表の使用水量ランク別の調定件数や調整⾦額が知りたい 第２回説明資料P.１０をご確認ください。

15 第1回説明資料 P.20 葉⼭町の⼈⼝密度はどれくらいか知りたい 第２回説明資料P.１１をご確認ください。

16 第1回説明資料 P.22 維持管理費・修繕費・改良更新費の過去5年間の推移が知りたい 第２回説明資料P.９をご確認ください。

17 第1回説明資料 P.29 1ヶ⽉使用料20㎥の⽐較の他に30㎥の⽐較も必要も知りたい 第２回説明資料P.１２をご確認ください。

18 第1回説明資料 P.30 過去５年分の汚水処理費、維持管理費、年有収水量等の基礎データがほしい 第２回説明資料P.１３をご確認ください。

19 第1回説明資料 P.30 経営指標の説明がほしい 第２回説明資料P.１４・１５をご確認ください。

該当

全体

全体



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●1992（H4）年からの和暦・⻄暦の互換表︓下表参照

和暦 ⻄暦 和暦 ⻄暦 和暦 ⻄暦
平成4年 1992年 平成19年 2007年 令和3年 2021年
平成5年 1993年 平成20年 2008年 令和4年 2022年
平成6年 1994年 平成21年 2009年 令和5年 2023年
平成7年 1995年 平成22年 2010年 令和6年 2024年
平成8年 1996年 平成23年 2011年 令和7年 2025年
平成9年 1997年 平成24年 2012年 令和8年 2026年
平成10年 1998年 平成25年 2013年 令和9年 2027年
平成11年 1999年 平成26年 2014年 令和10年 2028年
平成12年 2000年 平成27年 2015年 令和11年 2029年
平成13年 2001年 平成28年 2016年 令和12年 2030年
平成14年 2002年 平成29年 2017年 令和13年 2031年
平成15年 2003年 平成30年 2018年 令和14年 2032年
平成16年 2004年 平成31年 令和15年 2033年
平成17年 2005年 令和元年 令和16年 2034年
平成18年 2006年 令和2年 2020年 令和17年 2035年

2019年



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●使用量単価と経営回収率の算出⽅法︓下表参照
表．経費回収率を構成する実績値



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●整備区域内の上水道支払い件（軒）数と下水道支払い（軒）件数（接続率の実態を⾒るため）
【回答】

・支払い件数は集計可能ですが、現時点では⺟数となる「整備区域内の全家屋数」の
把握が困難です。

・今後、住⺠基本台帳と住宅地図及び下水道台帳の連携（DXの推進）等を進めることで
接続率の実態把握に努めたいと考えております。
当面は、これまで通り、⼈⼝密度を基にした⽅法で推計を⾏いたいと思います。



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●有収水量の推移、水洗化⼈⼝の推移︓下表参照
表．有収水量・水洗化⼈⼝⼀⼈当たり・有収水量・使用料収⼊の推移



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●汚水処理原価156円/㎥の他⾃治体との⽐較:下図参照
他⾃治体との汚水処理原価の⽐較として、近隣⾃治体と全国類似団体のうち下水処理場を有している⾃治体の平均との⽐較を下図

に示します。

図．汚水処理原価を構成する費用の⽐較



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●収益的支出の内訳︔維持管理費・修繕費・改良更新費の過去5年間の推移:下図参照
下水道整備に伴い処理水量が増加傾向にあるため、維持管理費も増加傾向です。
1㎥当たり単価で⽐較すると（右図）、修繕費が年々増加傾向にあるほか、令和4（2022）
年度に動⼒費が、令和5年度に委託費が急増している状況となっています。
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第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●料⾦表の使用水量ランク別の調定件数や調整⾦額 ︓下表参照。
表．２ヶ⽉水量ランク別の調定件数や調整⾦額



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●葉⼭町の⼈⼝密度︓下表参照。
表．総務省「経営⽐較分析表」における類似団体区分



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●県内下水道使用料のデータの出典︓総務省「公営企業年鑑」と、各⾃治体ホームページを参照

●1ヶ⽉使用料20㎥の⽐較の他に30㎥の⽐較も必要では︖
（県水道の値上げ率が22.8％と⼀番⾼い領域は30㎥）
︓下図参照（各⾃治体ホームページを参照）。本町の30㎥当り使用料は、県内平均より⾼額です。
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図．県内⾃治体の下水道使用料（⼀か⽉・30㎥当り、税込）



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●経営指標算式のR5（2023）年度の汚水処理費、維持管理費、年有収水量等の基礎データ
できれば過去5年がほしい。
︓右表参照。

単位 R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

⾏政区域内⼈⼝ ⼈ 32,918 32,961 32,806 32,532 32,144
現在処理区域内⼈⼝ ⼈ 22,947 23,256 23,901 24,795 24,575
現在⽔洗便所設置済み⼈⼝ ⼈ 20,908 21,131 21,055 21,388 21,638
年間有収⽔量 ㎥ 1,792,821 1,929,725 1,946,854 1,933,031 2,064,800
年間汚⽔処理⽔量 ㎥ 2,031,678 2,173,934 2,181,135 2,099,046 1,925,680
損益勘定所属職員数 ⼈ 5 5 5 5 5
職員給与費 千円 42,413 42,465 43,900 45,614 43,138
営業収益 千円 271,848 296,696 298,699 295,840 293,118
法定耐⽤年数超管路延⻑ km 0 0 0 0 0
下⽔道管路延⻑ km 102 105 110 117 118
晴天⽇平均処理⽔量 ㎥/⽇ 5,426 6,046 5,817 5,632 5,500
現在処理能⼒ ㎥/⽇ 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000
使⽤料収⼊ 千円 239,087 258,753 261,234 260,317 258,527
汚⽔処理費（公費負担分除く） 千円 226,645 236,016 257,717 326,326 349,661
経常収益 千円 1,301,261 1,251,545 1,232,756 1,237,640 1,236,106
経常支出 千円 1,233,780 1,075,314 1,062,824 1,093,989 1,120,781
企業債残高 千円 6,758,889 6,511,041 6,245,756 6,268,539 5,942,645

表．経営指標算出の基礎データ



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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●他⾃治体との⽐較に用いている指標の説明︓下表参照

説明 計　　算　　式 単位

　（1）下⽔道普及率 ⾏政⼈⼝に対して下⽔道を利⽤できる区域（処理区域内⼈⼝）の⼈⼝の割合
で、整備の進捗状況を示すものです。高いほど望ましいとされています。 現在処理区域内⼈⼝／⾏政区域内⼈⼝ ％

　（2）⽔洗化率
現在処理区域内⼈⼝のうち、実際に⽔洗便所を設置して汚⽔処理している⼈⼝
の割合を表した指標です。本指標は、公共⽤⽔域の⽔質保全や使⽤料収⼊の
増加等の観点から100%となっていることが望ましいとされています。

現在⽔洗便所設置済⼈⼝／現在処理区域内⼈⼝ ％

　（3）有収率 処理した汚⽔のうち使⽤料徴収の対象となる有収⽔量の割合で、高いほど使⽤
料徴収の対象とできない不明⽔が少なく、効率的であるということができます。 年間有収⽔量／年間汚⽔処理⽔量 ％

　（1）職員１⼈あたり
       処理区域内⼈⼝

現在処理区域内⼈⼝を下⽔道職員数で除したものです。職員1⼈あたりの⽣産
性や効率性を把握するための指標で、数値が高いほど⽣産性が高いことを示しま
す。

現在処理区域内⼈⼝／損益勘定所属職員数 ⼈

　（2）職員給与費対
       営業収益⽐率

営業収益に対する職員給与費（損益勘定職員）の割合です。数値が低いほ
ど、営業収益を出すための職員給与費が少なく、業務の効率化が進んでいること
を示します。

職員給与費／（営業収益-受託工事収益） ％

　（1）管路（管渠）
       老朽化率

法定耐⽤年数を超えた管きょ延⻑の割合（管きょの老朽化度合い）を表す指標
で、本指標の数値が高い場合は、老朽化した管きょを多く保有し、改築工事等の
必要性が高まっていることを意味します。

法定耐⽤年数（50年）超管路延⻑／下⽔道布設延⻑ ％

　（2）施設利⽤率
晴天時平均処理⽔量を現在処理能⼒で除したもので、処理場の能⼒がどの程
度利⽤されているか、維持管理の効率性を示すものです。高いほど望ましいとされ
ています。

晴天時平均処理⽔量／現在処理能⼒ ％

指　　　　標

概
要

ヒ
ト

モ
ノ

表．経営指標の説明①



第１回審議会のご意⾒等に対する回答
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説明 計　　算　　式 単位

　（1）経費回収率
汚⽔処理費を使⽤料収⼊でどの程度賄えているかを表す指標です。下⽔道の経
営は、経費の負担区分を踏まえて汚⽔処理費全てを使⽤料によって賄うことが原
則（独⽴採算の原則）であるため、100％に近いほど望ましいです。

下⽔道使⽤料／汚⽔処理費（公費負担分除く）×100 円/m3

　（2）使⽤料単価 有収⽔量1㎥あたりの使⽤料収⼊であり、使⽤料の⽔準を示します。適正な⽔
準は汚⽔処理原価とのバランスで評価されます。 下⽔道使⽤料／年間有収⽔量 円/m3

　（3）汚⽔処理原価 有収⽔量1㎥あたりの汚⽔処理費（公費負担分除く）を示します。適正な維持
管理が⾏われている限りにおいて、安価である⽅が望ましいとされています。 汚⽔処理費（維持管理費）／年間有収⽔量 ％

　（4）経常収支⽐率
当該年度において、料⾦収⼊や⼀般会計からの繰⼊⾦等の収益で、維持管理
費や支払利息等の費⽤をどの程度賄えているかを表す指標で、単年度の収支が
⿊字であることを示す100％以上となっていることが必要です。

経常収益／経常費⽤×100 ％

　（5）処理区域内⼈⼝
       1⼈当りの維持管理費

維持管理の効率性を示す指標であり、数値が低いほど効率的な維持管理が⾏わ
れていることを示します。 維持管理費／処理区域内⼈⼝ 円

　（6）企業債残高対
       事業規模⽐率

年間使⽤料収⼊に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を示す
指標です。明確な数値基準はありませんが、類似団体との⽐較等により自団体の
状況を把握・分析し、投資規模は適切か、料⾦⽔準は適切かといった確認を⾏
い、経営改善を図っていく必要があります。

企業債残高／（営業収益-受託工事収益）×100 ％

カ
ネ

指　　　　標

表．経営指標の説明②

●他⾃治体との⽐較に用いている指標の説明︓下表参照



2 説② 下⽔道使⽤料対象経費の算定⽅法
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２-①. 使⽤料対象経費の算定⼿順①
使用料算定にあたっては、その対象となる使用料対象経費を適正に算定

する必要があります。そこで、使用料対象経費の算定は、以下の⼿順によ
り⾏います。

（１）使⽤料算定期間の設定
公共下水道事業経営戦略の計画期間（10年間︓令和7年度〜令和16

年度）を踏まえて、下水道使用料の算定のために使用料対象経費を算
定する期間として、⼀定の使用料算定期間を設定します。

（２）使⽤料対象経費の算定
公共下水道事業経営戦略の内容を基に、使用料算定期間における管

きょ整備計画、下水道施設（浄化センター、管きょ）の維持管理計画、
職員の配置計画（職員給与費）、これらの計画の前提となる排水需要
の予測を⾏います。その予測結果を基に、使用料算定期間中の下水道
管理運営費を算定した上で、使用料の対象とならない経費（公費負担
経費︓基準内繰⼊）を控除して使用料対象経費を算定します。

（３）収⽀不⾜額の確認
現⾏使用料体系を基に推計した使用料収⼊と使用料対象経費とを⽐

較し、収支不⾜額の確認を⾏うとともに、使用料改定率の目安を判断
します。なお、経営戦略の⽅針に基づき、⼤幅な改定率とならないよ
うに段階的な改定を設定します。
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使⽤料対象経費の算定⼿順



２-①. 使⽤料対象経費の算定⼿順②
（１）使⽤料算定期間の設定

使用料算定期間は、「下水道使用料算定の基本的考え⽅ 2016年版 公益社団法⼈日本下水道協会」において、
以下のとおり設定されています。

下水道使用料は、日常⽣活に密着した公共料⾦としての性格から、できるだけ安定性を保つことが望まれる
反面、余りに⻑期にわたってその期間を設定することは、予測の確実性を失うことになる。これらのことから、
使用料算定期間は一般的には3年から5年程度に設定することが適当である。

出典︓「下水道使用料算定の基本的考え⽅ 2016年版 公益社団法⼈日本下水道協会」より抜粋

今回の使用料改定検討では、使用料改定を予定している令和8（2026）年度からの５年間︓令和8（2026）〜
令和12（2030）年度と設定する⽅針です。
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２-①. 使⽤料対象経費の算定⼿順③
（２）使⽤料対象経費の算定①

使用料対象経費の算定にあたっては、将来の⼀定期間における事業運営に必要な経費等の適正な把握が必要にな
ります。そこで、公共下水道事業経営戦略（令和7年度〜令和16年度）の投資・財源試算の設定条件を基に、使⽤
料算定期間（令和8年度〜令和12年度）を対象とした使⽤料対象経費の算定を⾏います。

a 下⽔道整備計画に基づく排⽔需要予測
現在策定中の経営戦略における管きょ整備区域面積・⼈⼝予測に基づき、使用料算定期間の排水需要予測を

⾏います。

b 維持管理費
既存の下水道施設を維持管理していくために必要な費用であり、その内容は費用の目的別に、管きょ費、ポ

ンプ場費、処理場費及び一般管理費に分類されます。費用の性質別には⼈件費、電⼒費、材料費・修繕費、委
託料などで構成されています。算定に当たっては、将来の物価上昇・⼈件費上昇による費用増加分や、導⼊検
討中の官⺠連携業による事業の効率化に伴う費用削減を反映します。

c 資本費
下水道施設を整備するために必要な費用であり、減価償却費などおよび資産維持費から構成されています。
資産維持費とは、将来の更新需要が新設当時と⽐較し、施⼯環境の悪化、⾼機能化・耐震化などにより増⼤

することが⾒込まれる場合、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、サービスを継続していくために
必要な費用（増⼤分に係るもの）として、適正かつ効率的、効果的な中⻑期の改築・更新計画に基づいて算定
します。
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２-①. 使⽤料対象経費の算定⼿順③
（２）使⽤料対象経費の算定②

使用料対象経費は、維持管理費及び資本費から構成される下水道管理運営費から、使用料の対象に含めるべきで
ない経費等を控除して算定します。下水道事業における費用負担の基本的考え⽅に基づき、下水道事業の管理運営
に係る経費の公費と私費による負担区分の考え⽅が整理されています。

★公費と私費の負担区分の考え⽅
●公費︓資本費

本町における資本費については、現状では分流式下水道に要する経費の全部を公費負担の対象にしており、
減価償却費、企業債等⽀払利息の資本費は全額公費負担（基準内繰⼊）となっています。

●私費︓維持管理費
維持管理費については、基本的には全額私費負担となるため、維持管理費は全額使⽤料対象経費とします。
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（３）収⽀不⾜額の確認
現⾏使用料体系を基に推計した使用料収⼊と使用料対象経費を⽐較し、収支不⾜額の確認を⾏うとともに、使用

料改定率の目安を確認します。
なお、使用料対象経費算定期間（令和8年度〜令和12年度）の推計は、推計した使用料対象経費に加えて、直近

の物価上昇傾向として毎年2％の物価上昇を⾒込む場合についても試算を⾏います。



２-②.使⽤料対象経費とは①
下水道事業運営に伴う経費には、汚水処理と⾬水処理に関わるものがあります。それらの経費の負担区分は、「汚水私

費・⾬水公費」が原則となっています。
〇公費（⾬水）︓国または地⽅公共団体が負担する費用
〇私費（汚水）︓受益者が負担する費用 ←葉⼭町下⽔道事業は、汚⽔のみ対象

汚水の排除に要する経費については、汚水を排出する⼈が特定されていることや、下水道利用者は⽣活環境の改善等の
利益を受けることから、⼀部の経費を除き私費（下水道使用料）により負担することが原則です（受益者負担の原則）。

⼀⽅で、⾬水は⾃然現象に起因、排除による受益が広く及ぶことから、公費により負担されます。
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使⽤料対象経費の模式図



２-②.使⽤料対象経費とは②
汚水の排除に要する経費︓汚⽔処理費は、資本費（減価償却費・企業債の支払利息等）と維持管理費（施設の運転・保

守、⼈件費など、下水道事業の運営等に必要な費用）に⼤別されます。
汚水処理費のうち、合流式下水道に⽐べ建設コストが割⾼になる分流式下水道に要する経費などは、公的な便益も認め

られることから公費により負担するものもあります（下図参照）。
なお、⼀般会計からの繰⼊⾦については、毎年度、総務省からの通知「地⽅公営企業繰出⾦について」において基準が

示されており、その基準に基づく繰⼊⾦（基準内繰⼊⾦）と、その基準に基づかない繰⼊⾦（基準外繰⼊⾦）があります。
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経費負担の模式図■葉⼭町の現状

■理想的な経費負担

下⽔道事業において一般会計からの繰⼊が認められている費目（一部）

出典︓令和6年度の地⽅公営企業繰出⾦について（総務省通知、令和6年4⽉1日）



２-③. 使⽤料対象経費の現状（令和５年度）
令和5年度決算における汚水処理費の内訳と、費用に対する財源を下図に示します。経費のうち、維持管理費の内訳とし

ては管路・ポンプ場・処理場の管理に要する費用や⼈件費があり、特に処理場の維持管理に要する費用の割合が⾼くなっ
ています。また、資本費の内訳は減価償却費と企業債利息等があります。

経費に対する財源に関し、資本費については、本町では分流式下水道に要する経費として全額を公費負担の対象にして
います。そのため、減価償却費・企業債利息等の資本費の財源は全額、⼀般会計繰⼊⾦（基準内繰⼊）となっています。

⼀⽅、維持管理費には下水道使用料が充当されていますが、使用料収⼊で維持管理費を賄うことができていないため、
⼀部の費用を基準外の繰⼊⾦により補填している状況です。
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令和5年度決算における使⽤料対象経費となる費⽤

使⽤料対象経費
⇒維持管理費のうち基準外繰⼊を除いた額



２-④. 使⽤料対象経費の⾒通し（令和８年度）①
令和8年度⾒込みでは、下水道使用料の改定（134円/㎥⇒150円/㎥）により使用料収⼊が増加しますが、⼀般会計から

の繰⼊⾦について5億円を上限とすることとしています。また、経費については物価上昇等の影響により令和5年度より増
加することが⾒込まれています。そのため、維持管理費を使用料収⼊で賄えない状況が続くとともに、資本費を⼀般会計
繰⼊⾦で賄うことが出来ず、財源不⾜となることが⾒込まれています。

令和8年度⾒込みにおける使用料対象経費は、資本費の⼀部を使用料収⼊で賄う「維持管理費＋資本費に対し、基準内繰
⼊⾦を除いた⾦額」とするのが理想です。しかし、令和5年度決算では資本費の全額を基準内繰⼊により賄っていたことを
考慮すると、令和8年度から資本費の財源不⾜分を使用料収⼊で賄うことは、下水道利用者に対して急激な負担増を求める
ことになるため、使用料対象経緯費の範囲をどこまでにするか本審議会にて議論が必要となります。
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令和5年度⾒込みにおける使⽤料対象経費となる費⽤

※使⽤料収⼊は、使⽤料単価を150円/㎥へ
改定した場合を想定。

※官⺠連携による効果は現在検討中であり、
数値を⾒直す可能性があります。



3 議① 使⽤料改定率に関する審議
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３-①.下⽔道使⽤料の将来の⾒通し
使用料単価（税抜）は、令和7年度までは直近の平均額︓134円/㎥、令和8年度以降は現⾏経営戦略において位置付けて

いた使用料改定を考慮し、150円/m3（令和8〜13年度）〜165円/m3（令和14年度〜）を乗じて推計します。
現在、⼤型合併浄化槽により汚水処理をしている区域（３団地）を令和7年度末に下水道に取り込むことや、使用料改定

を考慮することで使用料収⼊は今後増加が⾒込まれ、令和14年度には３億７８百万円が⾒込まれますが、令和15年度以降
は水洗化⼈⼝の減少に伴い、減少に転じる⾒込みです。
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将来の年間有収⽔量、使⽤料収⼊の推計



３-②.建設改良費の将来の⾒通し
〇汚⽔処理施設整備構想に基づく下⽔道整備の実施

汚水処理施設整備構想（アクションプラン）に基づき、整備を早期に進め、町⺠の汚水処理サービスの受益に最⼤限配
慮しつつ整備効率の向上を図りながら、整備コストの回収（使用料収⼊）を最⼤化する下水道整備を推進します。

★管きょ整備事業費
令和７年度末の整備完了を目指す。建設費︓193百万円
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〇ストックマネジメント計画に基づく点検調査・改築更新事業の実施
計画的な点検・調査と改築・更新事業を⾏うことを目的に、令和2（2020）年度に「ストックマネジメント計画」を策

定し、事業を実施中です。また、令和2年度に策定した計画に対し事業実施状況の評価と⾒直しを令和5（2023）年度〜
6（2024）年度にかけて実施中です。引き続き、下水道施設における点検・調査及び改築更新事業を推進します。

【主な投資計画（R7（2025）〜R16（2034））】
★総事業費︓7,946百万円
★管路施設の改築事業費 ＝2,593百万円
★処理場設備の改築事業費＝5,353百万円

〇将来の物価上昇の想定
建設⼯事費・神奈川県労務単価・設計者単価の平成30年度〜令和6年度の上昇率は、全ての項目で毎年度上昇しており、

特に労務単価は令和4〜5年度にかけて上昇率が⼤幅になっています。
⼀⽅で、令和６（2024）年には⻑らく続いたマイナス⾦利政策の終了や歴史的な円安傾向等、経済の転換点を迎えてい

ると考えられ、必ずしも過去の傾向が続くとも限らない点に留意が必要である。
以上を踏まえ、経営戦略計画期間（今後10年間）の建設改良費・維持管理費は、日銀展望に基づき、毎年度一律2.0％

（前年度⽐）の事業費上昇を⾒込むこととします。



３-③.現⾏経営戦略で策定した財政収⽀シミュレーションに対し、近年の物価上昇や今後の⼈⼝減少などの社会情勢の変化、将来の建設事業の予定を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価
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社会情勢を反映した経費回収率（維持管理費分）の⾒込み

③-A︓経費回収率（維持管理費分）の推移
物価上昇等の社会情勢を反映した場合の経費回収率（維持管理費分）は下図の通り、使用料改定を⾒込んでいた令和8

年度・令和14年度に⼀時的に数値が良化するものの、期間を通じて100％を下回ることが想定されます。また、現⾏経営
戦略と⽐較した場合、物価上昇や企業債の支払利息の上昇により汚水処理費が増加するため、経費回収率は⼤幅に悪化す
ることが想定されます。

現⾏経営戦略との経費回収率⽐較

※経費回収率とは、、、
下水道使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標。
使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況では、100％以上となります。



３-③.現⾏経営戦略で策定した財政収⽀シミュレーションに対し、近年の物価上昇や今後の⼈⼝減少などの社会情勢の変化、将来の建設事業の予定を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価
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社会情勢を反映した収益的収⼊・⽀出と経常収⽀⽐率の⾒込み

③-B︓経常収⽀⽐率の推移
物価上昇等の社会情勢を反映した場合の収益的収支は下図のようになり、令和8年度以降は支出が収⼊を上回る、⾚字

状態になることが想定されます。⾚字幅は最大で約1.99億円（令和16年）です。現⾏経営戦略と⽐較し収支が悪化する
要因として、物価上昇の他、政策⾦利の上昇に伴い企業債の支払利息が上昇し、利息支払額が増加することが挙げられま
す。

現⾏経営戦略との経常収⽀⽐率⽐較

※経常収⽀⽐率とは、、、
当該年度において、使用料収⼊や⼀般会計からの繰⼊⾦等の収益で、 維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。
当該指標については、単年度の収支が⿊字であることを示す100％以上となっていることが望ましいとされています。



③-C︓収⽀ギャップを解消するための使⽤料単価
P.7・P.8の通り、近年の物価上昇等を考慮すると経費回収率、経常収支⽐率共に100％を下回る試算となりました。経

費回収率（維持管理費分）、経常収支⽐率を100％以上にするために、使用料収⼊の増額により対応した場合、どの程度
の改定が必要か試算した結果を下図に示します。
経費回収率については現在の使⽤料単価から30〜50％増、経常収⽀⽐率については約90％増が必要であり、さらなる

経営効率化の取組が必要な状況です。

３-③.現⾏経営戦略で策定した財政収⽀シミュレーションに対し、近年の物価上昇や今後の⼈⼝減少などの社会情勢の変化、将来の建設事業の予定を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価
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収⽀ギャップを解消するための使⽤料単価【税抜】
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限られた予算・⼈員のなかで持続的な下⽔道事業の運営には、官⺠連携（PPP/PFI）事業を
積極的に活⽤し、事業の効率化の検討が必要不可⽋と考えています。

３-④.葉⼭町下⽔道事業の経営改善に向けた取組



●官⺠連携（PPP/PFI）事業による経営の効率化
令和2（2020）年度に策定した経営戦略では、今後の下水道事業運営に当たり、現状の業務執⾏体制を維持しながら、

専門性の⾼い⼈材を育成しつつ、組織を効率化させていくことを目的に、官⺠連携事業について取り組みや検討を進める
⽅針としており、これまでに以下の取組を実施してきました。

●下⼭⼝地区管渠整備事業では官⺠連携事業の⼀つであるDB（Design-Build︓設計・施⼯⼀体型）⽅式を採用し、
未普及地域解消に向けた下水道整備を実施。

●現在実施中の「葉⼭浄化センター等整備・運営事業」では、DB（Design-Build︓設計・施⼯⼀体型）+  包括的
⺠間委託⽅式を採用し、葉⼭浄化センター・中継ポンプ場の増設・更新事業とマンホールポンプを含めた維持管
理業務を⾏うことで、事業の効率化及びコスト縮減を図っています。

令和5年6⽉に策定された「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和５年改定版）」（内閣府）では、水道・下水道・⼯業
用水道分野において、公共施設等運営事業（以下「コンセッション⽅式」という。）に加え、コンセッション⽅式に段階
的に移⾏するための官⺠連携⽅式として、新たに管理・更新一体マネジメント⽅式を含めた「ウォーターPPP」の活用を
進める⽅針が位置づけられました。また、国⼟交通省からは、令和9年度以降に国費を充当して汚⽔管渠の改築を計画する
地⽅公共団体は、令和8年度中にウォーターPPP（以下、「W-PPP」とする）の導⼊決定が必須となる交付⾦要件化等が
公表されています。このような国の動向の中で、葉⼭町では現在、葉⼭浄化センター等の施設については、維持管理と改
築を⼀体的に運営権者に任せるコンセッション⽅式の導⼊検討を進めているほか、管路施設の管理・更新⼀体マネジメン
ト⽅式の導⼊に向けた検討を進めています。

これらの官⺠連携事業の取組による葉⼭町下水道事業で期待している効果として、「⻑期契約化に伴う年当たり費⽤の
縮減」「⺠間の創意⼯夫を導⼊することによる事業の効率化と、それに伴う費⽤負担の軽減および経営の改善」「下⽔道
事業の執⾏体制の維持・補完・強化」が挙げられます。

32

３-④.葉⼭町下⽔道事業の経営改善に向けた取組



３-④.【参考１】官⺠連携事業（PPP/PFI）とは
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●PFIとは（根拠法︓⺠間資⾦等の活⽤による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法））
① 庁舎や公営住宅、学校、上下水道等の整備等にあたって、従来のように公共団体が設計・建設・運営等の⽅法を決め、バラ

バラに発注するのではなく、どのような設計・建設運営・を⾏えば最も効率的かについて、⺠間事業者に提案競争させ、最
も優れた⺠間事業者を選定し、設計から運営までを⾏わせ、資⾦調達も⾃ら⾏ってもらう制度です。

▶ 公共施設等が利用者から収⼊を得られるものである場合、より公共の負担が少なくなる可能性があります。
② ⺠間事業者に、公共施設等の整備や運営だけでなく、オフィス・売店等の収益施設を併設させることが可能であれば、より

公共の負担が少なくなる可能性があります。



３-④.【参考２】ウォーターPPPに関する政府の動き
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令和5年6⽉2日に「PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）」が第19回⺠間資⾦等活用事業推進会議において決定され、
同日内閣府のホームページで公表されました。

出典︓内閣府HP



３-④.【参考３】ウォーターPPPに関する政府の目標設定

35出典︓内閣府HP



３-④.【参考４】ウォーターPPPに関する国費の要件化
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令和5年6⽉2日に「PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）」において決定したことを受け、下水道においては、官⺠
連携の裾野を拡⼤すべく、公共施設等運営事業（コンセッション⽅式）に準ずる効果が期待できる官⺠連携⽅式をコンセッションと
併せて「ウォーターPPP」として推進していく⽅針となっています。
汚⽔管の改築にあたっては、令和９年度以降「ウォーターPPP」の導⼊を要件化としています。

出典︓国⼟交通省HP



３-④.【参考５】ウォーターPPPの位置づけ
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包括的⺠間委託を深化させるステップとして、管理・更新⼀体マネジメント⽅式（レベル3.5）が位置づけられました。



３-④.【参考６】下⼭⼝地区管渠整備事業
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３-④.【参考７】葉⼭浄化センター等整備・運営事業
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３-④.【参考８】ウォーターPPP導⼊検討の概要
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３-⑤. 3-③に対し、現在検討中の官⺠連携事業の効果を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価
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官⺠連携事業を反映した経費回収率（維持管理費分）の⾒込み

⑤-A︓経費回収率（維持管理費分）の推移
官⺠連携を導⼊した場合においても経費回収率は100％を越えることはありませんが、事業の効率化や経費削減の効果

により、導⼊しない場合と⽐較して経費回収率は良化する傾向となります。

現⾏経営戦略との経費回収率⽐較



３-⑤.
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官⺠連携事業を反映した収益的収⼊・⽀出と経常収⽀⽐率の⾒込み

⑤-B︓経常収⽀⽐率の推移
経常収支⽐率についても、官⺠連携前と同様に100％を下回る⾒込みですが、経費回収率と同様に、経費削減の効果に

より経常収⽀⽐率は良化する⾒込みです。

現⾏経営戦略との経常収⽀⽐率⽐較

3-③に対し、現在検討中の官⺠連携事業の効果を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価



⑤-C︓収⽀ギャップを解消するための使⽤料単価
経費回収率（維持管理費分）、経常収支⽐率を100％以上にするために、使用料収⼊の増額により対応した場合、どの

程度の改定が必要か試算した結果を下図に示します。
経費回収率については官⺠連携事業の導⼊により改定幅を縮⼩できる可能性がありますが、経常収⽀⽐率を100％にす

るための使⽤料単価は官⺠連携導⼊前後でほぼ同等となっています。
※官⺠連携事業導⼊に伴う効果は現在検討中であり、下図に示す数値も今後⾒直しが⾏われる可能性があります。

３-⑤.
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収⽀ギャップを解消するための使⽤料単価【税抜】

3-③に対し、現在検討中の官⺠連携事業の効果を反映した財政収⽀シミュレーション及び使⽤料単価



4 議② 減免制度のあり⽅に関する審議
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４-1.使⽤料減免関係図表 ︓葉⼭町該当箇所



その他 今後のスケジュール
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葉⼭町公共下⽔道審議会スケジュール
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開催日時 テーマ

第１回
（諮問） 令和６年10⽉18日（⾦）13:30〜15:00

〇概要説明
・審議事項の説明
・葉⼭町下水道事業の現状・課題
・他⾃治体との⽐較
・今後のスケジュール

第２回 令和６年11⽉20日（水）10:30〜12:00

〇概要説明
・使用料対象経費の算定⽅法

●議題
①使用料改定率に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第３回 令和７年２⽉20日（木）13:30〜15:00
●議題

①使用料改定率・使用料体系（案）に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第４回 令和７年４⽉22日（火）13:30〜15:00
●議題

①使用料体系（案）に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第５回
（答申） 令和７年６⽉30日（⽉）15:30〜17:00

●議題
①使用料改定（案）に関する最終審議
②減免制度のあり⽅に関する最終審議



これで第２回を終了します。
お疲れ様でした。


